
恩納村教育委員会教育長　　殿

　１．援助の可否判断のため、私及び世帯員（同居者）に係る所得状況・住民記録情報・生活保護受給情報を教育委員会が

　　※「同意しない場合」や、「申請年度1月1日現在、別の市町村にお住まいだった場合」には、住民票謄本及び

　　 　所得課税証明書（所得控除内訳あり）の添付が必要です。

　２．就学援助認定後に恩納村以外へ転出した場合、転出先教育委員会へ援助状況について情報を提供すること、

　　他市町村から恩納村に転入した場合、転入前の市町村教育委員会へ就学援助の受給状況にについて確認することに

　　　（　１.同意します　・　２.同意しません　）

　　　　　※新一年生がいる転入者の方のみ記入※　

　　　　　前住所地で新入学用品費の支給をうけましたか？　　①はい(前住所地　　　　　　市・町・村)　　②いいえ

   ３． 就学援助が認定された場合、恩納村から支給される新入学用品費、学用品費、通学用品費、校外活動費等は下記の口座へ

住　居 家賃月額

住　　所

氏　　名 ㊞ 電話番号

続　柄 新学年

＊申請理由

１．現在生活保護を受けている為

２．前年度又は今年度、生活保護が停止、廃止になった為(　　　　　　年　　　月　　　日から 停止 ・ 廃止 )

３．市町村民税が非課税の為 ４．児童扶養手当の受給

５．その他 　　※収入が少ない又は不安定、世帯変更による再申請等１～３に該当しない場合は理由を記入してください。

　口座振込先

　　　□　昨年と同じ金融機関への振込みをお願いします。（記入不要）

　　　☑　新規及び変更のため、下記金融機関への振込みをお願いします。　＊通帳等の写し（A4サイズ）も添付して下さい

　　　※ゆうちょ銀行の場合は、通帳を開いた所に記載してある店番、口座番号を記入してください。

支店・出張所名 種別

恩納　太郎 098-966-1209

恩納村字恩納2451番地

オンナ　タロウ

恩納　太郎

オンナ　ハナコ

恩納　華子

オンナ　ケンタロウ

恩納　健太郎

5 6 7

フリガナ　　　　　　　オンナ　タロウ

恩納　太郎

　明・大・昭・平
　　　　　年　 　月　　 日

金融機関名 口　座　番　号 口　座　名　義

沖縄県農業協同組合 恩納支店 普通・当座 1 2 3 4

　明・大・昭・平
　　　　　年　 　月　　 日

　明・大・昭・平
　　　　　年　 　月　　 日

　明・大・昭・平
　　　　　年　 　月　　 日

　明・大・昭・平
　　　　　年　 　月　　 日

うんな中学校 3年

　明・大・昭・平
　　　　　年　 　月　　 日

申請者（保護者）
持屋 ・ 賃貸住宅 ・その他 　　　50,000　　　円

世
帯
の
状
況

フリガナ/氏名 生　年　月　日 職業・学校

保護者
　明・大・昭・平
  　 56 年  5 月 18 日

会社員

妻
　明・大・昭・平
　 　58 年  8 月 25 日

パート

子
　明・大・昭・平
    　17 年 9 月 3 日

　　   　なお、給食費・メガネ購入費・医療費・修学旅行費については、貴殿にその請求、受領及び使途を委任します。

令和　５　年度  就学援助申請書（兼同意書・委任状）

　　　令和　　5 年　3　月　10　日申請

　就学援助を受けたいので関係書類を添付して申請致します。

　　調査・収集・確認することに、（　１.同意します　・　２.同意しません　）

   　 振込んで下さい。（学校校納金に滞納がある場合、学校長口座への振込に同意します）

提出日を記入して下さい

・職業欄は必ず記入してください。
・学校名、進級した学年を記入してください。

・住民票が別でも、同居している方、同

一生計の方は記入してください。

・当てはまる理由に○を記入してください。

・申請理由は、その他に記入してください。

・こちらをよくお読みください。同意する場合は、必ず○を記入してください。

※下記の方については、20歳以上の世帯員の「所得課税証明書」を提出してください。

・令和1年1月1日・令和2年1月1日(6月以降)に恩納村に住所がない方

・平成31年度・令和2年度住民税が未申告の方

署名、押印忘れずに！



　１．生活保護法第6条第2項に規定する要保護者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　年　　　月開始）

　２．生活保護法に基づく保護の停止又は廃止

　　　　　　　　　　　　（　　　　　年　　　月　　　日停止・廃止）

　３．地方税法第295条第1項に基づく市町村民税の非課税

　４．児童扶養手当法第４条に基づく児童扶養手当の支給（ 全額 ・ 一部 ）

　５．保護者の職業が不安定で、生活状態が悪いと認められる者

　６．その他教育長が就学援助を行う必要があると認める者

認定月

　　５．その他

該当する番号を〇で囲んで下さい。 左の添付書類

　　１．生活保護証明書

　　２．生活保護廃止証明書等

　　３．市町村民税所得課税証明書 

　　４．児童扶養手当証書の写し

平成　　年度就学援助費

区分 審査結果

要　・　準 認定 否認定 　　　　　　　月

教育委員会記入欄


